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〔令和８年３月３日〕 

 

令和７年度２月補正予算の概要 
 

１ 一般会計 

 

今回の補正予算は、物価高騰への対応など緊急な措置を要する経費のほか、国の予算措置に呼応した事業や 

決算見込み等による補正措置を講じております。 

その主なものは、高齢者等・非課税世帯生活支援金支給事業、川副中央幹線道路整備事業、新基本計画実装・

農業構造転換支援事業などであります。 

 その財源については、国・県支出金、地方交付税、諸収入等で措置し、繰入金により収支の調整をいたして   

おります。 

 今回の補正予算の総額は、約３２億８，１００万円で補正後の予算総額は、約１，２１４億９，３００万円と

なり、前年度同期に比べ、１．０パーセントの増となります。 

 

（参考）予算額の前年度の同期との比較                      （単位 千円） 

区      分 当初予算額 現計予算額 ２月補正額 補正後の額 最終予算額 

令和７年度 113,200,000 118,211,373 3,281,284 121,492,657  

令和６年度 112,100,000 118,245,940 2,091,667 120,337,607 120,337,607 

伸 率  (％) 1.0 △0.0  1.0  

 

補正予算の総括表 

歳入款別比較表 （単位　千円，％） 歳出性質別比較表 （単位　千円，％）

区　　　　　　　分 現計予算額 補正額 補正後の額 構成比 現計予算額 補正額 補正後の額 構成比

市 税 33,989,293 33,989,293 28.0 17,068,143 626,158 17,694,301 14.6

地 方 譲 与 税 809,000 809,000 0.7 13,860,891 △ 152,006 13,708,885 11.3

利 子 割 交 付 金 15,000 15,000 0.0 2,492,566 △ 8,050 2,484,516 2.0

配 当 割 交 付 金 136,000 136,000 0.1 37,308,862 1,755,186 39,064,048 32.2

株式等譲渡所得割交付金 226,000 226,000 0.2 9,467,564 886,515 10,354,079 8.5

法 人 事 業 税 交 付 金 612,000 612,000 0.5 13,237,052 △ 7,912 13,229,140 10.9

地 方 消 費 税 交 付 金 6,389,000 6,389,000 5.3 1,451,921 200,768 1,652,689 1.4

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 38,000 38,000 0.0 2,243 2,243 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 82,000 82,000 0.1 730,000 730,000 0.6

地 方 特 例 交 付 金 245,313 245,313 0.2 13,023,306 △ 19,375 13,003,931 10.7

地 方 交 付 税 19,885,946 1,285,806 21,171,752 17.4 9,310,501 9,310,501 7.7

交通安全対策特別交付金 60,000 60,000 0.0 258,324 258,324 0.2

分 担 金 及 び 負 担 金 169,135 △ 569 168,566 0.1 118,211,373 3,281,284 121,492,657 100.0

使 用 料 及 び 手 数 料 1,721,665 △ 12,000 1,709,665 1.4

国 庫 支 出 金 26,209,642 2,189,253 28,398,895 23.4

県 支 出 金 12,013,090 474,780 12,487,870 10.3

財 産 収 入 517,703 △ 73,862 443,841 0.4

寄 附 金 1,300,520 27,498 1,328,018 1.1

繰 入 金 2,630,834 △ 334,927 2,295,907 1.9

繰 越 金 1,161,595 1,161,595 1.0

諸 収 入 3,015,937 131,905 3,147,842 2.6

市 債 6,983,700 △ 406,600 6,577,100 5.4

歳 入 合 計 118,211,373 3,281,284 121,492,657 100.0 ※端数処理のため構成比合計が一致しない場合があります。

補 助 費 等

投 資 的 経 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計

扶 助 費

区　　　　　　　分

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費
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◎補正後の一般会計の状況
（単位　百万円）

【歳入】

【歳出】

≪款別≫ ≪性質別≫

※端数処理のため構成比が一致しない場合があります。

〔歳入総額　1,214億93百万円〕

〔歳出総額　1,214億93百万円〕

国・県支出金

(40,887)

33.7%

市税

(33,989)

28.0%

地方交付税

(21,172)

17.4%

交付金

(7,803)

6.4%

市債

(6,577)

5.4%

諸収入

(3,148)

2.6%

繰入金

(2,296)

1.9%

使用料及び手数料

(1,710)

1.4%

寄附金

(1,328)

1.1%

繰越金

(1,162)

1.0%

地方譲与税

(809)

0.7%

財産収入

(444)

0.4%

その他

(168)

0.1%

扶助費

(39,064)

32.2%

人件費

(17,694)

14.6%物件費

(13,709)

11.3%

投資的経費

(13,229)

10.9%

繰出金

(13,004)

10.7%

補助費等

(10,354)

8.5%

公債費

(9,311)

7.7%

維持補修費

(2,485)

2.0%

積立金

(1,653)

1.4%

その他

(990)

0.8%

民生費

(55,819)

45.9%

総務費

(14,284)

11.8%

教育費

(11,062)

9.1%

衛生費

(9,671)

8.0%

公債費

(9,310)

7.7%

土木費

(7,760)

6.4%

農林水産業費

(4,708)

3.9%

消防費

(4,428)

3.6%

商工費

(3,142)

2.6%

議会費

(565)

0.5%

災害復旧費

(427)

0.4% その他

(317)

0.3%
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２ 特別会計 

                                              （単位 千円） 

会      計 現計予算額 ２月補正額 補正後の額 備            考 

国 民 健 康 保 険 26,598,242 498,459 27,096,701 
・決算見込みによる保険給付費の増 

・県交付金返還金の増など 

国 民 健 康 保 険 

診 療 所 
127,717 △2,243 125,474 ・決算見込みによる医業費の減など 

後期高齢者医療 4,599,626 870 4,600,496 
・決算見込みによる保険料収入の増 

など 

 

 

３ 企業会計 

                                               （単位 千円） 

会      計 現計予算額 ２月補正額 補正後の額 備            考 

自動車運送事業 

（収益的収支） 

事業収益  

1,215,136 

事業費 

1,286,754 

 

 

46,395 

 

60,401 

 

 

1,261,531 

 

1,347,155 

 

 

・乗合収入の増及び一般会計補助金の 

確定による増など 

・決算見込みによる職員給与費の増 

（資本的収支） 

資本的収入 

101,086 

資本的支出 

169,866 

 

 

△3,816 

 

 

 

 

97,270 

 

169,866 

 

 

・一般会計補助金の確定による減など 

 

水 道 事 業 

（収益的収支） 

事業収益  

4,613,438 

事業費 

4,260,541 

 

 

24,514 

 

△7,644 

 

 

4,637,952 

 

4,252,897 

 

 

・決算見込みによる一般会計負担金の 

 増など 

・決算見込みによる動力費の減など 

 

（資本的収支） 

資本的収入 

486,568 

資本的支出 

2,120,681 

 

 

267,832 

 

560,028 

 

 

 

754,400 

 

2,680,709 

 

 

 

・国の補正予算による国県補助金の 

増など 

・国の補正予算による建設改良費の 

増など 
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会      計 現計予算額 ２月補正額 補正後の額 備            考 

工業用水道事業 

（収益的収支） 

事業収益  

29,046 

事業費 

27,651 

 

 

△6,581 

 

△6,585 

 

 

22,465 

 

21,066 

 

 

・決算見込みによる一般会計補助金の 

減など 

・決算見込みによる委託料の減など 

（資本的収支） 

資本的収入 

36,467 

資本的支出 

42,063  

 

 

△4,453 

 

△4,453 

 

 

32,014 

 

37,610 

 

 

・決算見込みによる一般会計補助金の 

 減 

・決算見込みによる建設改良費の減 

など 

下 水 道 事 業 

（収益的収支） 

事業収益  

8,532,234 

事業費 

8,441,131 

 

 

△24,926 

 

△99,393 

 

 

8,507,308 

 

8,341,738 

 

 

・決算見込みによる一般会計補助金の 

減など 

・決算見込みによる修繕費の減など 

（資本的収支） 

資本的収入 

4,681,846 

資本的支出 

6,952,913 

 

 

229,959 

 

155,076 

 

 

 

4,911,805 

 

7,107,989 

 

 

 

・国の補正予算による国県補助金の 

増など 

・国の補正予算による建設改良費の 

増など 

富 士 大 和 温 泉 

病 院 事 業 

（収益的収支） 

事業収益  

1,296,307 

事業費 

1,595,890 

 

26,050 

 

 

 

 

 

1,322,357 

 

1,595,890 

 

 

 

 

・県補助金の確定による増など 

 

（資本的収支） 

資本的収入 

371,457 

資本的支出 

440,899 

 

 

6,154 

 

 

 

 

377,611 

 

440,899 

 

 

・県補助金の確定による増 
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主な歳入 

 

○ 地方交付税 …………………………………………………………………………１２億８，５８１万円 

   普通交付税                                    

 

○ 国庫支出金 …………………………………………………………………………２１億８，９２５万円 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、障害福祉サービス給付費 

負担金、生活保護費負担金等 

 

○ 県支出金 …………………………………………………………………………… ４億７，４７８万円 

新基本計画実装・農業構造転換支援事業費補助金、障害福祉サービス 

給付費負担金、漁港施設ストックマネジメント事業費補助金等 

 

 

 

主な事業 

 

★は新規事業                                          

 

◎通常分 

                                               ページ 

【経済部】 

☆ 企業立地支援事業 …………………………………………………………………   ６，８０４万円  ８ 

   市内進出企業に対する補助金                    （補正後 １億１，１２３万円） 

 

【保健福祉部】 

☆ 介護給付費・訓練等給付費 ……………………………………………………… ９億  ４６８万円  － 

   障がい者の介護・訓練サービス等の給付費              （補正後 ８４億１，８２０万円） 

                                   

☆ 障害児通所支援事業 ……………………………………………………………… ２億７，５３５万円  － 

   放課後等デイサービス等の給付費                   （補正後 ２６億８，１６７万円） 

 

 

◎国の予算措置に呼応した事業 

 

【農林水産部】 

★ 新基本計画実装・農業構造転換支援事業 ……………………………………… ２億８，２１３万円  － 

   久保泉地区において共同乾燥・貯蔵施設２箇所の再編集約・合理化   （補正後 ２億８，２１３万円） 

に取り組む佐賀県農業協同組合に対する補助経費 

〔繰越明許費〕 

 

☆ 漁港施設ストックマネジメント事業 …………………………………………… １億７，０４０万円  － 

   機能保全計画に基づき実施する漁港施設の維持管理のための泊地・  （補正後 ２億８，６６６万円） 

航路の浚渫及び桟橋の補修に要する経費 

〔繰越明許費〕 
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【都市戦略部】 

☆ 立地適正化計画推進経費 …………………………………………………………   １，０５７万円  － 

立地適正化計画の一部見直し及び広域的な立地適正化の可能性調査     （補正後 １，４５３万円）       

に要する経費 

〔繰越明許費〕 

 

【建設部】 

☆ 川副中央幹線道路整備事業 ……………………………………………………… ２億８，６００万円  － 

有明海沿岸道路川副ＩＣ（仮称）のアクセス道路となる川副中央幹線    （補正後 ７億４，４５０万円） 

の整備に要する経費 

〔繰越明許費〕 

 

【保健福祉部】 

★ 生活保護費追加給付経費 ………………………………………………………… ２億９，９３４万円  － 

平成２５年生活扶助基準改定に関する最高裁判所判決を受けて実施   （補正後 ２億９，９３４万円） 

される生活扶助の追加給付に要する経費 

〔繰越明許費〕 

 

【教育部】 

☆ 学校施設改修事業 ………………………………………………………………… ２億１，１３５万円  － 

   学校施設のトイレ洋式化改修等に要する経費              （補正後 ３億３，１８５万円） 

 〔繰越明許費〕 

 

 

◎物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業 

 

【保健福祉部】 

☆ 医療・福祉・保育施設等物価高騰対応応援金支給事業 ……………………… １億９，３５９万円  ９ 

光熱費等の高騰の影響を受けている医療・福祉・保育施設等に応援金   （補正後 １億９，３５９万円） 

 を支給する経費 

〔繰越明許費〕 

 

★ 高齢者等・非課税世帯生活支援金支給事業 …………………………………… ７億４，３７３万円  10 

食料品等の価格高騰の影響を受けている高齢者・障がい者・非課税  （補正後 ７億４，３７３万円） 

世帯に生活支援金を支給する経費 

 〔繰越明許費〕 
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< 参 考 > 

○基金年度末残高 

                   （単位 百万円） 

年度 
財政調整 

基  金 
減 債 基 金 

公共用施設 

建 設 基 金 

廃棄物処理 

施設建設基金 

合併振興 

基  金 
そ の 他 合 計 

Ｒ６ 7,694 4,436 2,481 535 824 7,011 22,981 

Ｒ７ 7,638 4,087 2,490 537 781 7,064 22,597 

 ※Ｒ６は年度末残高、Ｒ７は２月補正後予算ベース 

 

 

 

○地方債年度末残高 

（単位 百万円） 

年度 年度末残高      

Ｒ６ 87,323      

Ｒ７ 86,870      

 ※Ｒ６は年度末残高、Ｒ７は２月補正後予算（繰越予算を含む。）ベース 



（単位︓千円）
経済部部名68,038補正額

企業⽴地⽀援事業事業名
企業⽴地課課名68,038一般財源

働きがいのある企業を増やす「ひと」と「しごと」に選ばれ、稼ぐまち経済・観光04総合計画

企業誘致推進費7款 1項 3目

8

２ 補助内容

市内に進出した企業に対して各種の奨励措置を講じることにより、企業等の⽴地を奨励し、本市における産業の振興及び雇⽤の拡⼤を図る。事業概要

⼯業団地及び空き⼯場等への積極的な企業誘致活動を⾏うとともに、空きビル及び空き事務所への情報通信関連企業の誘致を進めるため、市内に進出し指定を受け
た事業者（製造業、事務系企業等）に対し、各種奨励措置を⾏う。

１ 事業内容

区分 内容 当初 補正額 補正後

利⼦補給 借⼊利率の年１％相当額
※債務負担⾏為設定(R7〜14　13,617千円) 1,350 584 1,934 ・㈱三宝化学研究所

・㈱ルミナス佐賀
・江藤酸素㈱
・協和製作所㈱

建物賃借料補助 オフィス賃料(市以外の補助⾦控除後)の1/2相当額
※債務負担⾏為設定(R7〜10　7,666千円) 4,860 828 5,688

・㈱フレイム
・㈱コンピュータ技研
・ポールトゥウィン㈱
・㈱スチームシップ

・㈱アクセスポイント
・㈱プロシップ
・㈱アドバンス

⽴地奨励 取得した固定資産・設備機器に係る固定資産税相当額 0 606 606
・㈱日本アウトソーシングセンター
・㈱フレイム
・㈱コンピュータ技研

・㈱スチームシップ
・㈱アクセスポイント

雇⽤奨励 新規雇⽤者（市⺠のみ）１⼈当たり50万円 0 14,000 14,000 ・㈱スチームシップ
・㈱アクセスポイント

・小野建㈱

取得又は賃借した設備機器の1/2相当額 0 22,020 22,020 ・㈱コンピュータ技研
・㈱スチームシップ

・㈱アクセスポイント

⼯業団地に進出した企業が取得した償却資産（機械、装置
に限る。）の1/10相当額 0 30,000 30,000 ・小野建㈱

⽤地取得費補助 ⼯業団地内の⽤地取得費に係る補助 36,980 0 36,980 ・小野建㈱

43,190 68,038 111,228合計

対象企業

設備費補助



地域共生社会を目指す福祉の充実健やかに、幸せに満ちたまち健康・福祉02総合計画

光熱費等の⾼騰の⻑期化により影響を受けている医療機関・福祉施設・保育所等に対し、応援⾦を⽀給し、事業者の負担を軽減することにより、事業の継続
を⽀援し、施設利⽤者の福祉の向上に寄与する。事業概要

１ 現状・課題

４ スケジュール（予定）

２ 事業内容

３ 事業費の内訳
物価⾼騰が続く中、医療機関や福祉施設等の負担軽減

が求められている。

〇市内の医療機関・福祉施設・保育所等に応援⾦を⽀
給する。

〇対象施設⾒込数

応援⾦ 183,640、事務費 9,950 【繰越明許費】
※財源︓物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創生臨時交付⾦

〇令和８年４⽉下旬 申請受付開始
○令和８年５⽉下旬〜 ⽀給

（単位︓千円）
保健福祉部部名193,590補正額

医療・福祉・保育施設等物価⾼騰対応応援⾦⽀給事業事業名
福祉総務課課名1,596一般財源

施設数
病院・有床診療所 60
無床(⼀般)診療所 180

⻭科診療所 130
助産所 5

保険薬局 180
施術所 180

⻭科技⼯所 45
⾼齢者施設 635

障がい者施設 560
更生保護施設 1
児童福祉施設 10

保育所等 保育所・幼稚園等 160
2,146

福祉施設

合計

　区分

医療機関等

9

社会福祉総務費3款 1項 1目

基本額 加算額
病院・有床診療所 15,000円／1病床当たり

無床診療所・助産所 無
保険薬局・施術所・⻭科技⼯所 20,000円 無

入所施設(⾼齢者・障がい者施設等) 40,000円 5,000円／定員1人当たり
入所施設(児童福祉施設) 20,000円 2,000円／定員1人当たり

通所施設 2,500円／定員1人当たり
訪問・相談⽀援施設 無

保育所等 通所施設（保育所・幼稚園等） 10,000円 500円／定員1人当たり

区 分

医療機関等
40,000円

福祉施設
20,000円



（単位︓千円）
保健福祉部部名743,734補正額【新規】⾼齢者等・非課税世帯⽣活⽀援⾦⽀給事業事業名

臨時特別給付⾦室課名0一般財源

地域共生社会を目指す福祉の充実健やかに、幸せに満ちたまち健康・福祉02総合計画

⾷料品等の物価⾼騰の負担感が⼤きい、⾼齢者や障がい者、住⺠税非課税世帯に対し、負担軽減のための⽀援⾦を⽀給する。事業概要

社会福祉総務費3款 1項 1目

10

１ 事業目的

４ スケジュール（予定）

R8.3上旬 システム改修等
R8.4下旬 コールセンター設置
R8.5上旬 ⽀給対象者へ⽀給確認書発送
R8.5中旬〜 ⽀給

２ 事業内容

３ 事業費の内訳

（１）⾼齢者・障がい者への給付
対象 （a）６５歳以上の⾼齢者

（b）６５歳未満の障がい者（手帳所持者）
⽀給額 １人当たり ５，０００円（本人に⽀給）

（２）住⺠税非課税世帯への世帯給付
対象 令和７年度住⺠税非課税世帯
⽀給額 １世帯当たり １０，０００円（世帯主に⽀給）
※（１）（２）に該当する場合は併給

⾷料品等の物価⾼騰の影響の負担感が⼤きい、⾼齢者や障がい者、住⺠税
非課税世帯に対し⽀援⾦を⽀給することにより、負担の軽減につなげる。

⽀援⾦ ６４６，０００
（１）⾼齢者・障がい者

（a）６５歳以上の⾼齢者
６８，０００人 × ５，０００円

（b）６５歳未満の障がい者（手帳所持者）
７，２００人 × ５，０００円

（２）住⺠税非課税世帯
２７，０００世帯 × １０，０００円

事務費 ９７，７３４
需用費 ６９２（用紙、封筒等）
役務費 ３７，６８２（郵便料、振込手数料等）
委託料等 ５８，６２２（システム改修、コールセンター委託等）
機器等借上料 ７３８（複合機等）

【繰越明許費】
※財源︓物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創生臨時交付⾦



◎令和７年度２月補正予算　国の予算措置に呼応した事業 （単位　千円）

国県支出金 市債 その他 一般財源

1 農林水産 農業振興 新基本計画実装・農業構造転換支援事業 282,132 282,132
久保泉地区において共同乾燥・貯蔵施設２箇所の再編集約・合理
化に取り組む佐賀県農業協同組合に対する補助経費

2 農林水産 農村環境 基幹水利施設ストックマネジメント事業 44,000 22,000 22,000 県が実施する排水機場の設備更新に伴う負担金

3 農林水産 農村環境 地盤沈下対策事業 1,260 1,200 60 県が実施する地盤沈下対策に伴う負担金

4 農林水産 農村環境 広域農道佐賀北部線長寿命化事業 12,500 6,000 6,000 500 広域農道佐賀北部線の法面整備等に要する経費

5 農林水産 農村環境 クリーク防災機能保全対策事業 47,300 47,300 県が実施する市内クリークの整備に伴う負担金

6 農林水産 農村環境 経営体育成基盤整備事業 37,125 17,200 19,925 県が実施する市内農業生産基盤の整備に伴う負担金

7 農林水産 農村環境 かんがい排水事業 12,632 6,300 6,332
県が実施する農業用水の送水に係るパイプライン等の整備に伴う
負担金

8 農林水産 農村環境 農業水路等長寿命化・防災減災事業 10,100 10,000 100
防災重点農業用ため池に係る豪雨等への耐性、劣化状況の診断調
査に要する経費

9 農林水産 水産振興 漁港施設ストックマネジメント事業 170,400 105,250 6,750 58,400
機能保全計画に基づき実施する漁港施設の維持管理のための浚渫
等に要する経費

10 都市戦略 都市政策 立地適正化計画推進経費 10,571 5,200 5,371
立地適正化計画の一部見直し及び広域的な立地適正化の可能性調
査に要する経費

11 都市戦略 緑化推進 都市公園安全安心対策事業 13,500 6,750 6,700 50 公園施設の休憩所、遊具の更新に要する経費

12 都市戦略 緑化推進 県営事業負担金　さが維新広場整備事業 3,296 3,200 96 県が実施する広場の整備に伴う負担金

13 建　設 道路整備 道路舗装補修事業 28,996 14,498 14,400 98 道路の路盤の整備に要する経費

14 建　設 道路整備 道路構造物等定期点検事業 6,300 3,150 3,100 50
老朽化した道路の法面及びトンネル等の道路施設からの落石・破
片等の落下による事故を防止するための対策に要する経費

15 建　設 道路整備 街路灯ＬＥＤ化事業 5,020 2,510 2,500 10 街路灯のＬＥＤ化に要する経費

事　　業　　内　　容
番
号

部　名 課　名 事　　　業　　　名 事　業　費
財　　源　　内　　訳

1
1



（単位　千円）

国県支出金 市債 その他 一 般 財 源

16 建　設 道路整備 川副中央幹線道路整備事業 286,000 157,300 128,700 川副中央幹線の整備に要する経費

17 建　設 道路整備 天草江北島線道路整備事業 4,000 2,200 1,800 天草江北島線の整備に要する経費

18 建　設 道路整備 三溝線高質化整備事業 10,000 5,000 5,000 三溝線の街路灯整備に要する経費

19 建　設 道路整備 八戸天祐線街路整備事業 27,000 14,850 12,100 50 八戸天祐線の整備に要する経費

20 建　設 道路整備 水ヶ江町新郷線街路整備事業 5,000 2,750 2,200 50 水ヶ江町新郷線の整備に要する経費

21 建　設 道路整備 県営事業負担金　街路整備事業 5,458 5,400 58 県が実施する街路整備に伴う負担金

22 市民生活 市民生活 住民基本台帳システム等改修事業 7,193 7,193 0
住民票の氏名への振り仮名及び戸籍附票への旧氏・旧氏仮名記載
等に係るシステム改修に要する経費

23 保健福祉 生活福祉 生活保護費追加給付経費 299,339 233,789 65,550
平成２５年生活扶助基準改定に関する最高裁判所判決を受けて実
施される生活扶助の追加給付に要する経費

24 こども未来 保育幼稚園
地域子ども・子育て支援事業における事業
継続支援事業

1,650 1,098 552
物価高騰の影響を受ける教育・保育施設への事業継続支援のため
の補助金支給に要する経費

25 教　育 教育総務 小中学校施設改修事業 211,351 71,152 140,100 99 学校施設のトイレ洋式化改修等に要する経費

26 教　育 教育総務 久保泉小学校長寿命化改良事業 76,636 25,800 50,800 36
久保泉小学校校舎の長寿命化のための全面的な改修工事等に要す
る経費

27 教　育 教育総務 春日小学校屋内運動場長寿命化改良事業 45,084 15,178 29,900 6
春日小学校屋内運動場の長寿命化のための全面的な改修工事等に
要する経費

1,663,843 971,800 505,900 6,750 179,393

番
号

部　名 課　名 事　　　業　　　名 事　業　費
財　　源　　内　　訳

事　　業　　内　　容

計（２７事業）

1
2



◎令和７年度２月補正予算　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

（単位　千円）

交付金※ 交付金以外

1 保健福祉 福祉総務
医療・福祉・保育施設等物価高騰対応応援金
支給事業

193,590 191,994 1,596
光熱費等の高騰の影響を受けている医療・福祉・保育施設等の事
業継続を支援するため、応援金を支給する。

2 保健福祉
臨時特別
給付金室

高齢者等・非課税世帯生活支援金支給事業 743,734 743,734
食料品等の価格高騰の影響を受けている高齢者・障がい者・非課
税世帯への支援として、高齢者・障がい者に１人5,000円、非課税
世帯に１世帯10,000円の生活支援金を支給する。

3 こども未来 こども政策
子育て支援ＣＳＯ物価高騰対応支援金支給事
業

3,250 3,250
物価高騰の影響を受けるコミュニティフリッジ、こども宅食及び
こどもの居場所の活動を行うＣＳＯに対して支援金を支給する。

940,574 938,978 1,596

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

1
3

番
号

部　名 課　名 事　　　業　　　名

計（３事業）

国 庫 支 出 金
県 支 出 金 一 般 財 源

財　　源　　内　　訳

事　　業　　内　　容事　業　費


